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Ⅰ 令和６年度農林水産部主要施策の成果の概要

気候変動に伴う「世界的な気象災害」や紛争等による「不安定な国際情勢」を背景に、近年、我が国における「食料の安定確保」が、より一層重

要視される中、本県の農林水産業が今後とも県民の「食」と「地域経済」を支える基幹産業であり続けるため、国内外の多様な消費者ニーズに対応

した「食料供給力を強化」するとともに、「労働力の確保」や農山漁村の「関係人口の拡大」等により、「持続可能で競争力ある農林水産業」と

「活気に満ちた農山漁村地域」の実現に取り組んだ。

１ 農林水産業の魅力度ＵＰ

（１）産地づくりの推進

①新たな生産拠点の創出

首都圏や海外などの消費地ニーズに対応した「生産力の強化」と次代を担う「人材の育成・確保」のため、農業者団体や企業参入による新

たな施設園芸の「団地化及び高度化」を促進した。

また、主要品目ごとの栽培技術、出荷調整作業及び物流に係る「課題解決の実践」や「産地間連携」を促進し、「新品目や新作型の導入」

及び「新たな生産技術の普及」を図り、市場評価の高い「マーケットイン型産地」の形成に取り組んだ。

（みどり戦略推進課、農林水産総合技術支援センター）

②収益性の高い産地化を進めるための基盤整備

生産力の高い農業の実現による「経営規模の拡大」や「収益の安定した産地づくり」に寄与するため、農業用水路などインフラ管理の省力

化を可能とし、末端給水栓の遠隔操作などを実現する「スマート農業対応型基盤整備」を推進した。

また、「農地中間管理機構」との緊密な連携により、農地利用の効率化・高度化のための「地域計画」策定を支援するとともに、担い手へ

の農地集積の加速化のため、「農地の区画整理」や「農業用用排水施設の整備」等を行った。

(農林水産政策課、農山漁村振興課、生産基盤課)

③生産を支える持続可能な地域づくり

集落ぐるみで地域農業を支え、「耕作放棄の防止」や「多面的機能の確保」を図るため、日本型直接支払制度の効果的な活用を支援すると

ともに、地域の活性化や集落機能の維持などに向け、複数の集落の住民が連携し、「農用地保全」や「地域資源の活用」及び「生活支援」な

どに取り組む「農村地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の活動支援を全県で展開した。

(鳥獣対策・里山振興課、農山漁村振興課）
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（２）販路・流通拡大及び消費者の認知度向上対策

①県産農林水産物の魅力の最大化

県産農林水産物の魅力を国内外に発信するため、高いブランド力・発信力・商品開発力を持つ民間企業や関係団体と連携した「プロモーシ

ョン」を実施するとともに、ＰＲトラックを活用した魅力発信を展開した。

また、首都圏やインバウンドの需要獲得に向け、首都圏アンテナショップ「ターンテーブル」を活用した徳島の食の魅力発信やテストマー

ケティングなどを行い、県産品の新たな取引の拡大を促進した。

（みどり戦略推進課、林業振興課）
②収益性が高い輸出の拡大

拡大する世界の食市場に対応し、県産農林水産物の輸出拡大を図るため、輸出先の「検疫条件や残留農薬基準への対応」や「ハラール等の

認証取得支援」などに取り組むとともに、収益性の高い品目や輸出先を明確化し、「生産・流通・販売」を一体的に行う「輸出産地づくり」

を支援した。

また、国内の他産地との競合を避けるため、既存の主な輸出先においては「日系以外」の小売店やレストラン等との商流の構築を進めると

ともに、新市場の開拓に向けては、大規模展示会への出展等を通した認知度向上と販路拡大に取り組む等、戦略的なプロモーションを展開し

た。

（みどり戦略推進課、林業振興課、農林水産総合技術支援センター）

③食料生産に関する理解促進のための食育・地産地消推進

持続可能で安定的な食料生産により、県民の生涯を通じた心身の健康を支えるため、令和７年６月に、本県で開催する「第２０回食育推進

全国大会」に向け、プレイベントとして「とくしま食育ストリートｉｎイオンモール徳島」を開催したほか、「農作業体験」や「郷土料理教

室」を通じて「食料生産の意義」を消費者に広く理解いただくことにより、生産から消費に至る「食」の循環を意識した「食育」を強力に推

進した。

また、「地産地消協力店」及び「阿波ふうど繁盛店」と連携し、ＳＮＳなどを活用した徳島の「食」や「食文化」の発信、「フェア」の開

催などにより、更なる「地産地消」を推進した。

（みどり戦略推進課）

（３）生産現場や社会的ニーズに対応した農林水産業の振興

①環境保全に配慮した農業の振興

環境保全型農業における「生産力の維持・向上」と「持続可能性」の両立を実現するため、「徳島県みどりの食料システム戦略基本計画」

に基づき、生産現場における「技術実証」や「栽培マニュアルの作成」などにより「有機農業」等の拡大に取り組むとともに、地球温暖化に

よる気候変動に適応するため、「高温下でも品質が低下しにくい水稲品種の導入」や「野菜・果樹の新たな栽培技術の開発・普及」などに取

り組んだ。

（みどり戦略推進課、農林水産総合技術支援センター）
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②コストの高騰や危機管理対策を主眼とした畜産業の振興

「阿波尾鶏」や「とくしま三ツ星ビーフ」など、本県「ブランド畜産物」の生産力向上のため、「自給飼料の増産・利用拡大」による「生

産コストの低減」及び「各種経営安定制度の利用支援」などにより、生産基盤の強化を図った。

また、収益の向上による経営の安定化を図るため、新たな海外市場の開拓に取り組み、更なる「認知度向上」と「需要の拡大」を推進した。

さらに、「高病原性鳥インフルエンザ」、「豚熱」などの家畜伝染病の発生予防・まん延防止を図るため、家畜保健衛生所の機能強化を

図り、「飼養衛生管理基準指導」や「サーベイランス」、「防疫演習」、「防疫資材の備蓄」などを行った。

（畜産振興課、農林水産総合技術支援センター）

③利用期を迎えた人工林や大径材を有効に活用する林業振興

適切な森林整備による安定的な県産木材の供給を図るため、「航空レーザ測量データ」の解析をもとに、効率的な路網整備や地形に対応し

た作業システムにより「主伐」を一層加速するとともに、伐採跡地には、花粉が少なく成長が早い「エリートツリー」の植栽や広葉樹林への

誘導など、速やかな森林再生を進めた。

また、民間事業者と連携し、増産された「大径材」の「新たな加工体制」を構築し、公共建築物や非住宅の木造化・木質化を進めることに

より、森林資源の循環利用を促進した。

（林業振興課、農林水産総合技術支援センター、森林土木・保全課）

④水産資源の減少や海洋環境の変化に対応した水産業の振興

本県の水産業が持続性の高い成長を実現するため、「資源管理型漁業の推進」や「種苗放流の実施」、「藻場造成」等により、水産資源の

回復と持続的利用の促進を図るほか、「ワカメ」や「ノリ」等の安定生産・品質向上に向けた技術開発に取り組んだ。

また、消費者ニーズを捉えた新たなブランド水産物の創出を目指し、「純・徳島県産養殖サツキマス(阿波さつき）」の本格生産試験に取

り組んだ。

（水産振興課、漁業管理調整課、農林水産総合技術支援センター、生産基盤課）

（４）労働力・担い手確保の促進

①産地を支える担い手の育成と働き手の確保

農林水産業の次代を担う人材の育成・確保を強化するため、「とくしま農林水産チャレンジセンター」において、ＤＸ・ＧＸの積極的な導

入や安全技能の向上など、時代のニーズに応じた「リスキリング研修」を展開し、高度な技術・経営力の習得を支援した。

また、経営感覚に優れた「担い手」や多様な「働き手」の育成・確保につなげるため、「就農相談」から「経営発展」までの各段階におい

て、「経営モデル」や「法人化」などを提案するとともに、「農福連携」や「外国人材の活用」などを一体的に支援した。

（林業振興課、水産振興課、農林水産総合技術支援センター）
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②担い手への経済的支援

農林水産業の新たな担い手が早期に経営を確立するため、安心して研修に取り組める環境を整備するとともに、「給付金の交付」により、

就業準備から経営開始に至る不安定な期間を強力に支援した。

（林業振興課、水産振興課、農林水産総合技術支援センター）

（５）農山漁村のにぎわいづくりによる観光立県の推進

①移住定住に向けた都市農村交流の促進

農山漁村の自然や文化、景観など「地域資源」を活用した体験などにより、国内外から旅行者を呼び込み、交流人口・関係人口を増加させ

るため、「とくしま農林漁家民宿」の「開業支援」や「体験メニュー」の充実強化等に取り組むとともに、四国各県等と連携した「情報発

信」を実施した。

また、企業・大学・ＮＰＯ法人等の「農山漁村（ふるさと）協働パートナー」と農山漁村の「地域住民」との農作業や地域の活性化活動な

どの協働活動を通じて、都市と農山漁村の交流を促進した。

（鳥獣対策・里山振興課、農山漁村振興課）

２ 農林水産業の安心度ＵＰ

（１）グリーン社会構築への寄与

①脱炭素社会の実現に向けた対応

農林水産業分野において、県民や企業等とともに「脱炭素（カーボンニュートラル）」を強力に推進するため、環境に配慮した農業技術の

開発・普及や指導体制の強化を図るとともに、適切な森林管理によって可能となるＣＯ２等の吸収を「経済価値」として国が認証する「Ｊク

レジット」を県有林等で創出し、必要とする企業に提供することで、経済と環境保全の好循環につなげた。

（みどり戦略推進課、林業振興課）

②鳥獣被害対策の推進

農林水産業や身近な生活環境に影響を及ぼしている野生鳥獣による被害を軽減するため、捕獲の担い手となる「ハイスキルなハンターの育

成」や関係機関が連携した「広域捕獲」及びＩｏＴ技術を用いた効率的な捕獲など、捕獲対策を強化するとともに、集落で取り組む「侵入防

止柵の整備」や「追い払い」などの防護対策を推進した。

また、貴重な地域資源として「阿波地美栄」の「安定供給及び消費拡大」に取り組んだ。

（鳥獣対策・里山振興課）
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（２）農林水産分野における県土強靱化の推進

①大規模自然災害への備え

切迫する南海トラフ巨大地震や頻発化する豪雨など、大規模自然災害の脅威に直面する中、備えとなる「インフラ整備」や速やかな「災害

復旧」につなげるため、津波浸水や山地災害など「災害リスク」の高い地域に重点化し、過疎・高齢化の進む山間部ではリモートセンシング

による新手法も活用し、県土強靱化に資する地籍調査を一層促進した。

また、発災後の速やかな復旧・復興に向け、農業及び漁業の各ＢＣＰの実効性向上を図るため、施設の点検や業務再開のための訓練を促進

した。

（水産振興課、農山漁村振興課、生産基盤課）

②農山漁村地域における防災・減災対策

大規模災害発生時における生産活動の維持や被害の最小化に向け、機能診断に基づき、老朽化した農業用水利施設等の機能保全に努めると

ともに、農業用ため池や治山施設、漁港施設・海岸保全施設の計画的な整備・補強及び長寿命化を実施することにより、「排水」「地すべ

り」「津波」など、地域が抱える課題に対応した。

（生産基盤課、森林土木・保全課）
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名

１

(1)

園芸産地生産拠点創出事
業

（ 25,000 ）

勝ち抜く！園芸産地強靱
化事業

（ 9,771 ）

野菜経営安定対策事業

（ 24,446 ）

施設園芸燃料価格高騰支
援事業

（ 31,496 ）

経営所得安定対策等推進
事業

（ 57,000 ）

水田フル活用生産・販売
確立事業

（ 1,994 ）

病害虫総合防除推進事業

（ 3,298 ）

植物防疫対策推進事業

（ 5,410 ）

　経営所得安定対策の円滑な実施を図るため、地域農業再生協議会等が行う制度周知、作付面積の確認、水田台帳の管理業務等を
支援した。

　「あきさかり」等の消費の拡大・定着化を図るため、県内外でのＰＲ活動を展開するとともに、地酒ブランド「阿波十割」の消
費拡大による酒米産地の振興を推進した。

　農薬の適正使用を推進するため、農薬及びその取扱いに関する正しい知識の普及・啓発を行うとともに、化学農薬のみに依存し
ない総合的病害虫雑草管理（ＩＰＭ）技術を推進し、農業生産の安定化と環境負荷低減を図った。

　国が実施する発生予察事業への協力及び病害虫に対する薬剤感受性検定を行い、県内生産者へ的確な防除につながる情報の提供
を行った。

項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

　農林水産業の魅
力度ＵＰ

産地づくりの推
進

① 新たな生産拠
点の創出

　首都圏や海外の消費地ニーズに対応できる園芸産地の「新たな生産拠点」を創出し、本県農産物の生産力強化と次代を担う人材
の育成・確保を図るため、生産性・収益性向上に資する機能を備えた「施設園芸団地」の整備に取り組む経営体を支援した。

　本県園芸産地の生産振興を図るため、主要品目ごとの栽培技術、出荷調整作業及び物流に係る課題解決のための取組の実施によ
り、園芸産地リノベーションを推進し、園芸品目の生産拡大を図った。

  野菜生産者の経営に及ぼす影響を緩和するため、主要な野菜の価格が著しく低落した場合に価格差補給金を交付する制度におい
て、資金造成に要する経費の一部を支援した。

　世界情勢の変化を背景に燃料価格が高騰・高止まりする中、施設園芸農業者の経営安定と産地の維持・発展を図るため、省エネ
技術活用等に取り組み、燃料価格の高騰に備える農業者に対し、園芸施設の加温に供するＡ重油、ＬＰガス等の燃料購入費の一部
を支援した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

農山漁村未来創造事業

（ 123,314 ）

とくしま農山漁村発イノ
ベーション対策事業

（ 6,249 ）

６次産業化商品の販路開
拓協働事業

（ 8,661 ）

（ 10,298 ）

規模拡大による「もうか
る農業」サポート事業

（ 72,306 ）

地域計画策定推進緊急対
策事業

（ 13,093 ）

農地利用効率化等支援交
付金

（ 4,879 ）

担い手確保・経営強化支
援事業

（ 52,717 ）

とくしまデジ活農山漁村
（むら）づくり推進事業

（ 16,300 ）

　地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、地域の農業を担う意欲ある経営体が生産の効率化
等に、必要な農業用機械等の導入を支援した。

　意欲ある農業経営体を育成するため、農地中間管理機構を活用している地区等において、売上高の拡大や経営コストの縮減など
に取り組む地域の担い手が、融資を受けて農業経営の発展に取り組む場合に必要な機械・施設の導入を支援した。

② 収益性の高い
産地化を進め
るための基盤
整備

　農業水利施設の遠隔操作・遠隔監視の導入による水管理の省力化、水利用の高度化や、スマート農業の導入に必要となる光ファ
イバや無線基地局、観測機器などの「情報通信環境」の整備に向けた「調査・計画・実証」の取組を支援した。

　６次産業化に取り組む農林漁業者等の商品開発や販路開拓を支援するため、県、市町村、金融機関、関係団体等で組織する「と
くしま六次産業化推進連携協議会」により、首都圏における展示商談会への出展支援や異業種交流会の開催等を行った。

　作業の省力化や生産性の飛躍的な向上を図るため、ＩｏＴ、ＡＩ等の先端技術を活用した新たな生産技術の開発等を推進した。生産性革命を実現する徳
島スマート農林水産業推
進事業

　農地利用の効率化・高度化による生産性の向上や農業経営の安定化につなげるため、「農地中間管理機構」による農地集積を支
援するとともに、機構に農地を貸し付けた農業者に対して、機構集積協力金の支援を行った。

  地域の農業者等の話合いに基づき、目指すべき将来の農地利用の姿を明確にする「地域計画」を策定する市町村の取組を支援し
た。

　本県農林水産業のポテンシャルを最大限に引き出し、産地の競争力強化につなげるため、生産者等が自ら行う、創意工夫による
地域の課題解決や新時代を見据えたチャレンジを支援した。

　６次産業化に取り組む農林漁業者等の商品開発や販路開拓を支援するため、相談窓口の設置、専門家の派遣及び人材育成研修を
行った。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

（ 14,381 ）

那賀川地区国営総合農地
防災事業

（ 272,056 ）

（ 100,846 ）

水資源機構営吉野川下流
域用水事業

（ 393,399 ）

県営かんがい排水事業

（ 86,878 ）

農業水利施設保全対策事
業

（ 1,947,388 ）

農業水利施設保全合理化
事業

（ 56,360 ）

（ 948,827 ）

地盤沈下対策事業

（ 232,082 ）

　農業水利施設について、水利用・水管理の効率化・省力化、施設の安全性の向上を図るため、施設の健全性を判断する機能診断
や、適時適切な対策を盛り込んだ機能保全計画策定を実施した。

　地下水の汲み上げ等に起因した地盤沈下により、機能低下した用排水施設の機能回復を図るため、農業用用排水施設の整備を実
施した。

　那賀川下流域２市における農業用水の水質保全、農業水利施設の老朽化を改善し、良質な農業用水を安定的・効率的に供給する
ため、幹支線用水路のパイプライン化や更新整備を行う国営総合農地防災事業の促進を図った。

吉野川北岸二期地区国営
かんがい排水事業

　吉野川北岸４市３町における農業水利施設の老朽化の改善と耐震化整備を行い、良質な農業用水を安定的・効率的に供給するた
め、調整池や用水路等の整備を行う国営かんがい排水事業の促進を図った。

　吉野川下流域３市５町における農業用水の水質悪化等を改善し、良質な農業用水を安定的・効率的に供給するため、取水施設の
統合（水源転換）、幹線用水路のパイプライン化等を行う水資源機構営吉野川下流域用水事業の促進を図った。

　生産力が高い農業の実現に向け、農地の汎用化を図るための農業用排水路を整備した。

　揚水機場や農業用排水路などの農業水利施設について、生産力の高い農業の実現に向け、長寿命化やライフサイクルコストの低
減を図るため、施設の更新や補修等を実施した。

経営体育成基盤整備事業 　農業の生産性の向上を図り競争力を高めるため、農地中間管理機構と連携し、担い手への農地の集積・集約化を促進するととも
に、農地の区画整理や農業用水路のパイプライン化などスマート農業に対応した基盤整備を実施した。

農業水利施設・省エネル
ギー化推進事業

　食料の安定供給や、洪水防止等の多面的機能を有する公共性・公益性の高いインフラである農業水利施設の機能を安定的に発揮
させ、農作物の生育への気候変動の影響を軽減するとともに、食料生産・供給体制の強化を図るため、農業水利施設の省エネル
ギー化を進め、物価高騰の影響を受けにくい農業水利システムへの転換に取り組む施設管理者に維持管理費の一部を補助した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

（ 245,870 ）

広域漁港整備事業

（ 520,500 ）

中山間地域等直接支払事
業

（ 244,469 ）

多面的機能支払交付金事
業

（ 473,778 ）

（ 26,540 ）

（ 11,898 ）

(2)

阿波ふうど機動力発揮ブ
ランディング事業

（ 15,669 ）

阿波ふうど高付加価値化
事業

（ 2,468 ）

　県内外で県産品の認知度向上と販路拡大を加速するため、２台のＰＲ車両の機動力と調理能力を活かした、徳島ならではのプロ
モーション活動を展開した。

　「とくしま特選ブランド」のプレミアム感を高め、事業者の経営安定を図るため、商品の更なるブラッシュアップや新たな販路
拡大を推進した。

販路・流通拡大
及び消費者の認
知度向上対策

① 県産農林水産
物の魅力の最
大化

　農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農業者等が行う水路・農道等の農業生産資源の基礎的保全活動や農村
環境の保全、農業用施設の長寿命化のための活動を支援した。

　高齢化や人口減少が進行する中山間地域において、地域の活性化や集落機能の維持・発揮に向けた活動を行う農村型地域運営組
織（農村ＲＭＯ）の形成を推進するため、必要となるデジタル技術の導入や農用地保全、地域資源活用及び生活支援の取組に関す
る調査・計画・実証を一体的に支援した。

　農山漁村地域が持つ魅力や価値の向上を図り、関係人口を拡大することで、元気な農山漁村地域を実現するため、企業・大学等
との協働活動を促進するとともに、農地等の保全、農山漁村地域の活性化や棚田地域における棚田の保全・活用の取組等を支援し
た。

地域で「支え合う！」農
村ＲＭＯモデル形成支援
事業

未来へ「つなぐ！」農山
漁村（ふるさと）元気づ
くり事業

　国営総合農地防災事業と一体で事業効果を発現させるため、関連事業として農業用水施設等の整備を実施した。

③ 生産を支える
持続可能な地
域づくり

　中山間地域において農業生産活動の継続を図るため、平坦地域との生産条件の格差を是正し、農用地の維持・保全活動を支援し
た。

　水産業の健全な発展と水産物の安定供給のため、椿泊漁港において高度衛生荷さばき所の整備に着工した。

国営付帯県営農地防災事
業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

ターンテーブル魅力発信
事業

（ 47,940 ）

「とくしまブランド推進
機構」展開事業

（ 34,622 ）

とくしまブランド新商流
構築事業

（ 20,900 ）

県産農林水産物のブラン
ド強化・販路拡大事業

（ 34,416 ）

県産食材の魅力具現化事
業

（ 6,872 ）

県産材レガシー創出事業

（ 5,918 ）

収益性が高い
輸出の拡大

とくしま新時代海外ＰＲ
事業

（ 47,891 ）

産地の輸出環境整備支援
事業

（ 4,400 ）

　大阪・関西万博を契機とした大都市圏における県産材の販路拡大を図るため、首都圏と関西圏での展示会に県内製材等企業・団
体を取りまとめて出展し、県産材製品のPRを実施、企業マッチングと県産材製品の情報発信に取り組んだ。

　本県農林水産物の輸出拡大を図るため、主要な輸出先であるタイ、シンガポール等での観光と連携した効果的なプロモーション
や、北米・中東等の新市場における販路拡大を行った。

　輸出相手国の検疫条件等に対応できる輸出型園地の拡大を図るため、「ゆず」や「すだち」等の植物検疫等に適合する園地づく
りを支援した。また、米国の市場開拓のため、輸送ルートや手法を検証する輸送試験を実施した。

②

  マーケットイン型の産地づくりと県産品の販路拡大を加速するため、生産・流通・販売をトータルサポートする「とくしまブラ
ンド推進機構」の安定的な活動を推進した。
　また、新たに設立した「公益社団法人徳島県産業国際化支援機構」による、「食・観光・文化」が一体となった徳島県産品の販
路拡大、認知度向上に向けた支援活動を実施した。

　首都圏実需者と県内生産者等とのマッチングやテストマーケティング等により県産品の販路拡大を支援するとともに、ターン
テーブルを核とした県産食材を活用した新たなメニュー開発や食材フェアの実施による県産食材の魅力発信に取り組んだ。

　本県農林水産物の魅力を国内外に発信するため、地理的表示（GI）保護制度に登録された「徳島すだち」をはじめとした品目の
魅力を発信する多言語動画を作成するとともに、ブランド力のある企業等と連携したプロモーション等を実施した。

　県産食材の新たな需要創出を図るため、食に関心の高い層をターゲットとした「料理教室」の開催等を通じた魅力発信を行うと
ともに、ＳＤＧｓに関心の高い企業と連携し、規格外農産物等を活用した商品開発を支援した。

　首都圏における徳島の「食」の魅力発信や県産品の販路拡大を図るため、「ターンテーブル」の施設管理や効果的な運営を推進
した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

農林水産物・食品の輸出
体制構築事業

（ 13,872 ）

（ 33,149 ）

農林水産物フライト輸出
拡大事業

（ 4,000 ）

（ 7,200 ）

（ 144,000 ）

県産材販売力強化事業

（ 6,005 ）

農山漁村未来創造事業
（再掲）

（ 26,998 ）

オーガニックエコ食育活
動推進事業

（ 1,469 ）

食育推進全国大会準備事
業

（ 12,285 ）

県産農林水産物等プロ
モーションinタイ展開事
業

　持続性の高い農業を支える消費者育成を推進するため、各種イベントにおける食育推進に係る啓発や有機農業等エシカル農業に
関する情報発信を行った。

　第20回食育推進全国大会に向けた各種準備はもとより、更なる機運醸成を図るため、大会テーマである「無限に広がる食の力」
を一足早くお届けする「プレ大会」を実施した。

　台湾に整備された県産材による木質モデル空間において、セミナーやワークショップ等を開催し、県産材の魅力を発信した。

　本県農林水産業のポテンシャルを最大限に引き出し、産地の競争力強化につなげるため、生産者等が自ら行う、創意工夫による
地域の課題解決や新時代を見据えたチャレンジを支援した。

輸出のモデル産地づくり
事業

  輸出産地の更なる発展を図るため、なると金時の生産から流通・販売に至る関係者が一体となった輸出の推進体制を組織化する
とともに、台湾や北米での販路開拓の取組を支援した。

　国際定期便の就航を契機として、県産農林水産物等の輸出拡大を図るため、輸送技術やルート等の検討を行うとともに、大手実
需者への商品ＰＲや現地バイヤー等を招聘した産地商談会を実施し、新たな販路の開拓を行った。

  日本食の人気が高いタイにおいて、県産農林水産物等の消費拡大を図るため、「徳島フェア」や「メニューフェア」を実施する
とともに、アジア最大級のジャパンイベントへ出展するなど、プロモーションを集中的に展開した。

③ 食料生産に関
する理解促進
のための食
育・地産地消
推進

  意欲ある事業者の海外展開を後押しするため、国の補助事業を活用し施設、機器のハード整備に対する支援を行った。

　海外展開に取り組む事業者を育成するため、ワンストップ窓口となる「農畜産物等輸出サポートセンター」での相談対応のほ
か、事業者がもつ課題を広くサポートするとともに、国際的な知的財産に係るセミナーの開催や、国際商標・意匠に係る「相談窓
口」の設置により、海外展開への取組を支援した。

徳島農林水産物等の輸出
力強化事業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

阿波ふうどスペシャリス
ト事業

（ 1,981 ）

徳島の食利用強化・拡大
事業

（ 4,658 ）

(3)

① 環境保全型農業支払事業

（ 16,032 ）

持続可能な農業づくり対
策事業

（ 4,156 ）

有機農業等産地拡大加速
化事業

（ 4,456 ）

とくしまグリーン栽培転
換対策事業

（ 6,106 ）

（ 8,200 ）

農産ＧＡＰ拡大推進加速
化事業

（ 970 ）

　食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立を目指す「みどりの食料システム戦略」の実現に向け、市町村が主体となった有
機農業の生産から消費まで一貫した地域ぐるみの取組を支援することにより、有機農業の産地づくりを推進した。

　徳島の食「阿波ふうど」の魅力や価値に共感するファンを全国に拡げるため、情報発信サポーターである「阿波ふうどスペシャ
リスト」の拡大や積極的な活動と交流を促進した。

　大阪・関西万博に向けて、本県への新たな人の流れの創出する「食べに行きたい徳島」の実現を目指し、「徳島食の博覧会」や
「食の多様化」への対応セミナーを開催した。

  土壌分析や肥料の品質の確保等に関する法律等の適切な運用を通じて、有機質資源の循環利用を基本とした土づくりと、化学肥
料や化学農薬の使用量を低減した環境負荷低減に資する取組を推進した。

  農業者による国際水準ＧＡＰの実施拡大に向け、生産現場において農業者にＧＡＰの取組を指導できる者を育成するとともに、
認証取得を推進した。

生産現場や社会
的ニーズに対応
した農林水産業

の振興

　「みどりの食料システム戦略」の実現に向け、それぞれの産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化技術」を検証
し、定着を図る取組を支援した。

　エシカル農産物の需要に対応できる産地づくりを推進するため、生産者の国際水準ＧＡＰ認証取得へのステップアップや有機Ｊ
ＡＳ認証取得を支援した。

環境保全に配
慮した農業の
振興

　農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため、農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖
化防止や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援した。

とくしまエシカル農産物
ＧＡＰ等ステップアップ
支援事業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

（ 10,474 ）

（ 11,710 ）

② 「とくしま三ツ星ビー
フ」販路拡大強化事業

（ 4,275 ）

「阿波とん豚」増産流通
システム確立事業

（ 800 ）

（ 1,500 ）

（ 691 ）

肉用牛肥育経営安定対策
担い手支援事業

（ 6,228 ）

肉用子牛価格安定事業

（ 2,153 ）

養豚経営安定対策担い手
支援事業

（ 5,408 ）

コストの高騰
や危機管理対
策を主眼とし
た畜産業の振
興

気候変動に打ち克つ農林
水産適応技術開発プロ
ジェクト

　地球温暖化をはじめ気候変動に適応し、競争力のある農林水産業の実現を図るため、気候変動による影響を回避・軽減する新品
種・新技術の開発や、温暖化を効果的に活用した農産物のブランド創出等を推進した。

　肉用子牛生産農家の経営安定を図るため、肉用子牛価格の低落時に補給金を交付する制度において、生産者積立金の造成に係る
負担額への助成を行った。

　養豚農家の経営安定を図るため、収益悪化時に補てん金を交付する制度において、生産者積立金の造成に係る負担額への助成を
行った。

　本県養豚産業の活性化を図るため、「阿波とん豚」の新たな優良遺伝子を活用した高能力繁殖母豚供給による増産体制の強化を
行った。

徳島県産ブランド畜産物
ＧＡＰ推進加速化事業

　「安全・安心」な県産畜産物を国内外に効果的に発信するため、畜産業におけるＳＤＧｓの取組である「ＪＧＡＰ畜産」認証取
得に要する経費の一部を支援した。

農林水産業における環境
負荷軽減技術開発事業

　グローバル化の進展に備え、県内畜産のブランド化や規模拡大・経営転換を推進するため、経営診断や指導、助言を実施した。

　肉用牛肥育農家の経営安定を図るため、収益悪化時に補てん金を交付する制度において、生産者積立金の造成に係る負担額への
助成等を行った。

　経済のグローバル化に対応し、畜産業の競争力強化を図るため、全国初となる「ＪＧＡＰ畜産」の認定取得を要件とした「とく
しま三ツ星ビーフ」の国内外での販路拡大を強化した。

　環境負荷の少ない持続可能な農林水産業の実現を図るため、化学農薬・肥料の使用量削減や、温室効果ガスの排出抑制等の環境
負荷軽減につながる技術開発を推進した。

「次代へつなぐ！とくし
まの畜産」ブランド化推
進事業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

中規模酪農経営改善推進
事業

（ 1,519 ）

家畜改良総合対策推進事
業

（ 3,193 ）

（ 236 ）

（ 555 ）

（ 15,222 ）

徳島県産牛肉輸出コン
ソーシアム加速化事業

（ 5,126 ）

持続可能な県産牛乳生
産・供給事業

（ 15,547 ）

畜産経営強化ＧＸ推進事
業

（ 699,965 ）

徳島県産業動物獣医療安
定確保推進事業

（ 1,159 ）

徳島県獣医師職員確保・
修学資金給付事業

（ 2,931 ）

自給飼料増産推進指導費

　世界情勢を背景に粗飼料価格が高騰・高止まりする中、酪農経営者の経営安定を図るため、生乳生産体制の維持等に取り組む酪
農経営者を緊急的に支援した。

　世界情勢を背景に配合飼料価格が高騰・高止まりする中、畜産経営者の経営安定を図るため、国産飼料の利用増加によるＧＸの
推進や付加価値の高い品種の導入など、積極的な経営強化等に取り組む畜産経営者を緊急的に支援した。

　獣医療法に基づき本県産業動物獣医療の安定的確保を図るため、家畜保健衛生所職員の診療業務に係る技術習得等診療体制を整
備した。

　本県の家畜防疫対策や食の安全性確保対策等、重要な役割を担う獣医師職員を確保するため、獣医学生に対する修学資金の貸与
を実施した。

　自給飼料基盤に立脚した畜産経営の育成を図るため、自給飼料増産・新技術の普及等を通じて、自給飼料の増産を推進した。

畜産バイオマス利活用推
進事業

　畜産経営における環境汚染の防止を図り、健全かつ安定的な畜産経営に資するため、総合的な指導を行った。

　県内食鳥産業の振興と畜産環境の保全を図るため、県内で発生する食鳥副産物の適正処理・再資源化について支援した。

　県産牛肉のイスラム諸国での輸出拡大を図るため、生産農家、食肉処理施設、輸出事業者、行政からなる輸出コンソーシアムを
設立し、官民一体となったプロモーション活動等の経費について支援した。

　中規模酪農家の収益力を強化するため、受精卵移植技術を活用した和子牛生産の定着と人工哺育・育成技術の高度化を図るとと
もに、牛群検定の普及を推進した。

　酪農家や肉用牛農家の経営安定を図るため、受精卵移植技術を活用した牛の育種改良を推進するとともに、関係機関が連携し、
受精卵の生産から移植、産子登録まで一貫した支援を行った。

畜産バイオマス利活用整
備事業（食鳥副産物有効
利用促進事業）
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

家畜伝染病予防事業

（ 37,260 ）

病性鑑定機能強化事業

（ 6,136 ）

牛海綿状脳症検査事業

（ 3,963 ）

海外悪性伝染病防疫対策
強化事業

（ 4,088 ）

（ 8,654 ）

農山漁村未来創造事業
（再掲）

（ 90,091 ）

③ 林業機械サポートセン
ター事業

（ 15,000 ）

航空レーザ測量データ解
析事業

（ 44,662 ）

花粉削減・グリーン成長
推進事業

（ 570,128 ）

利用期を迎え
た人工林や大
径材を有効に
活用する林業
振興

　花粉発生量の削減とカーボンニュートラルに寄与するグリーン成長を実現するため、林内路網の整備や高性能林業機械の導入な
どによる県産材増産体制の強化、エリートツリー等を活用した低密度植栽や資材のドローン運搬などによる再造林の低コスト化を
支援した。

　牛海綿状脳症対策特別措置法に基づき、ＢＳＥの発生予防及びまん延防止を図り、安全な牛肉を供給するため、特定症状を示し
た死亡牛についてＢＳＥ検査を実施した。

　海外悪性伝染病の侵入とまん延を防止するため、国と連携した検疫キャンペーンの拡充などの水際対策や野生鳥獣監視対策を強
化するとともに、発生時の即応体制を強化した。

　豚熱や鳥インフルエンザなどの家畜防疫対策を徹底するため、検査体制の維持・拡充を図り、家畜保健衛生所の機能を強化し
た。

　本県農林水産業のポテンシャルを最大限に引き出し、産地の競争力強化につなげるため、生産者等が自ら行う、創意工夫による
地域の課題解決や新時代を見据えたチャレンジを支援した。

　県産材の増産を担う新たな人材の確保・育成を図るため、独立・起業や経営拡大を目指す林業事業体に対し、リースやレンタル
方式による高性能林業機械の導入を支援した。

　高精度な森林情報を活用し、施業の集約化や境界確認の省力化を図ることによる収益性の高い林業経営を実現するため、山地に
おける航空レーザ測量のデータ解析を進めた。

家畜保健衛生所機能強化
事業

　高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生予防及びまん延を防止するため、家畜伝染病予防法に基づき検査等を実施し
た。また、令和６年１１月に香川県で発生した高病原性鳥インフルエンザを受け、香川県との県境に消毒ポイントを設置し、県内
へのウイルスの侵入を防ぐための防疫対応を実施した。

　家畜伝染病等による経済的損失を最小限に抑えるため、各種疾病を迅速かつ的確に診断するとともに、今後の発生予防など家畜
防疫対策の指標とした。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

（ 50,343 ）

（ 902,044 ）

（ 7,163 ）

（ 4,494 ）

（ 10,000 ）

森林基盤整備事業

（ 2,483,021 ）

県単独林道事業

（ 91,522 ）

④

（ 160,826 ）

浅海内水面増殖対策費

（ 3,057 ）

農山漁村未来創造事業
（再掲）

　本県農林水産業のポテンシャルを最大限に引き出し、産地の競争力強化につなげるため、生産者等が自ら行う、創意工夫による
地域の課題解決や新時代を見据えたチャレンジを支援した。

　森林の適正管理・林業の生産性の向上を図るため、林道・林業専用道の整備を推進するとともに、災害時における緊急輸送路を
補完する機能を併せ持つ林道の整備を推進した。また、林道利用者のニーズに対応するため、「とくしま林道ナビ」の掲載情報の
充実を図った。

　林道の機能性や利便性等の向上等を図るため、国庫補助の対象とならない林道の開設、改良、舗装等の助成及び県営による施設
整備を実施した。

種苗生産施設管理費 　放流種苗を計画的に生産・確保するため、種苗生産施設の運営、管理を行った。水産資源の減
少や海洋環境
の変化に対応
した水産業の
振興 　河川における重要水産資源の維持増殖を図るため、漁業者が行うアユの種苗放流に対し支援を行った。また、カワウによるアユ

などの食害を防止するため、漁業者が行う防除対策の取組を支援した。

木造建築活性化事業 　県産材の更なる消費拡大を図るため、展示効果の高い建築物の内装木質化パネル等の開発、実証に対する支援と、木造建築、木
材利用に秀でた建築士の育成に取り組んだ。

木づかい県民運動定着促
進事業

　木育から県産材の更なる利用拡大につなげるため、木育推進拠点である「すぎの子木育広場」を再編するとともに、企業や民間
団体を対象とした木づかい人材を育成する研修の実施や、木づかい県民会議により「木づかいフェア」を開催した。

県産木材競争力強化対策
事業

  木材利用の機運醸成をより一層推進するため、県庁舎の食堂と展望者ロビーを、県産材を用いて木質化に取り組み、木とふれあ
い、憩うことができる「体感型ショールーム」として整備し、職員をはじめ一般県民に向けてＰＲした。

「ＷＯＯＤ＆ＭＥＥＴ
Ｓ」県庁木質空間ＰＲ事
業

　国産材回帰に向けて、品質の確かな県産材製品を安定的に供給するため、木材加工施設の整備を支援した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

とくしまの水産物ブラン
ド力向上事業

（ 3,134 ）

鳴門わかめブランド力強
化事業

（ 139 ）

（ 39,463 ）

（ 9,276 ）

資源管理型漁業推進事業

（ 880 ）

農山漁村未来創造事業
（再掲）

（ 6,049 ）

水域環境保全創造事業

（ 60,818 ）

(4)

とくしま林業アカデ
ミー運営支援事業

（ 49,000 ）

　本県農林水産業のポテンシャルを最大限に引き出し、産地の競争力強化につなげるため、生産者等が自ら行う、創意工夫による
地域の課題解決や新時代を見据えたチャレンジを支援した。

　沿岸漁業の安定的な発展と水産物の供給の増大に寄与するため、藻場造成を実施した。

　新たな林業の担い手を確保するため、「とくしま林業アカデミー」の運営を支援するとともに、県内高校生等への啓発活動やＵ
ＩＪターンによる人材確保を行った。

　鳴門わかめのブランド力強化のため、県内外において「鳴門わかめ認証制度」をＰＲするとともに、制度に関するアンケート調
査を行った。

養殖用配合飼料価格高騰
緊急対策事業

　魚類養殖業者の経営安定を図るため、「漁業経営セーフティーネット構築事業」に加入し、配合飼料価格高騰に備える漁業者を
緊急的に支援した。

①

水産業成長産業化推進事
業

　内水面と海面の養殖業者が連携して取り組む、本県ならではの「養殖サツキマス（阿波さつき）」の安定生産体制の構築に向
け、より成長が早いアメゴ種苗の選抜育種試験や効率的な給餌方法の探索を行った。
　また、養殖ワカメ等の生産振興に向け、養殖初期の食害の「防除試験」や食害防除手法に関する「技術研修会」などを行った。

　水産資源の保全と漁業経営の安定を両立させる資源管理型漁業を推進するため、漁獲情報の収集や資源動向の調査等を実施する
とともに「資源管理協定」の履行確認、作成指導及び認定を行った。

労働力・担い手
確保の促進

　県産水産物の認知度向上を図るため、生産から流通・販売に至る事業者等との連携による「徳島の魚を食べよう！Ｗキャンペー
ン」を展開するとともに、関西圏の消費者を対象に「ちりめんの料理教室」などを実施した。

産地を支える
担い手の育成
と働き手の確
保
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

フォレストワーカー定着
支援事業

（ 1,993 ）

獣害対策プロフェッショ
ナル育成事業

（ 4,853 ）

県産木材競争力強化対策
事業(再掲）

（ 6,633 ）

（ 20,731 ）

人づくり革命・漁業リカ
レント事業

（ 5,814 ）

（ 11,064 ）

（ 14,088 ）

（ 2,816 ）

とくしま農林水産チャレ
ンジセンター展開事業

  農林水産業の次代を担う人材の育成・確保を加速するため、「とくしま農林水産チャレンジセンター」において、時代のニーズ
に応じたリスキリング研修を展開し、高度な技術・経営力の習得を支援した。

  経営感覚に優れた担い手や多様な働き手の育成・確保につなげるため、普及指導員の巡回指導やワンストップ窓口を通じて、就
農相談から経営発展まで各段階の経営改善や法人化等を促進するとともに、農福連携や外国人材の活用を支援した。

  農林水産業における生産力の向上や生産規模の拡大を図り、所得向上につなげるため、重要かつ身近な労働者である「外国人
材」を経営の中核となる「人財」へと育成し、定着を図るモデルを構築するとともに、県内事業者への横展開に取り組んだ。

  充実した森林資源を活用しサプライチェーンの構築を図るため、川中における人材を確保するための現場見学会の開催と、木材
産業事業者を対象とした研修会を実施し、安定的な稼働に向けた人材の育成と製材工場の連携による出荷体制の整備に取り組ん
だ。

　浜を支える意欲ある担い手を育成・確保するため、誰もが漁業を学べる「とくしま漁業アカデミー」の運営を支援した。

  「とくしま漁業アカデミー」卒業生の早期独立を促すアフターフォローや就業間もない青年漁業者の経営安定に向けた「資材購
入費」等の支援を行うとともに、新規就業者からベテラン漁業者まで、就業段階に応じた研修を実施した。

　木材生産や植林等の拡大に必要な「林業事業体の育成」及び「林業従事者の確保・定着」を図るため、起業や他産業からの参
入、事業体運営等に関する課題や従事者からの悩みに対応する相談窓口を設置するとともに、新規就業者の定着率向上に向けたメ
ンターサポート等の取組を実施した。

　シカ等による食害を防ぎ、再造林による「森林資源の確実な再生」を図るため、協議会及び現地検討会を開催して、防護柵等の
獣害対策施設の設置技術の標準化及び巡視や補修などに係る効果的なメンテナンス手法等について検討し、獣害対策ガイドライン
をとりまとめ、その周知に務めた。

とくしま漁業アカデミー
運営事業

とくしま農山漁村「経
営・労働力まるごと解
決！」事業

とくしま農林水産業「外
国人材」活躍・ステップ
アップ事業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

②

（ 24,800 ）

（ 1,732 ）

人づくり革命・漁業リカ
レント事業（再掲）

（ 5,814 ）

新規就農者育成総合対策
事業

（ 306,868 ）

(5)

① 「とくしま農林漁家民
宿」魅力向上事業

（ 2,172 ）

（ 11,898 ）

２

(1)

使用済農業資材適正処理
対策事業

（ 893 ）

環境保全型農業支払事業
（再掲）

（ 16,032 ）

グリーン社会構
築への寄与

　使用済農業生産資材の適正な処理を推進するため、県農業用廃プラスチック協議会の運営支援を行い、効率的な回収、処理体制
の確立を図るとともに、排出農業者への意識啓発を行った。

①

　 インバウンドをはじめとした旅行需要の呼び込みを促進するため、「とくしま農林漁家民宿」のスキルアップを図るとともに、
「とくしま農林漁家民宿」及び農山漁村地域の魅力を効果的に発信した。

移住定住に向
けた都市農村
交流の促進

　農山漁村地域が持つ魅力や価値の向上を図り、関係人口を拡大することで、元気な農山漁村地域を実現するため、企業・大学等
との協働活動を促進するとともに、農地等の保全、農山漁村地域の活性化や棚田地域における棚田の保全・活用の取組等を支援し
た。

未来へ「つなぐ！」農山
漁村（ふるさと）元気づ
くり事業（再掲）

農林水産業の安心
度ＵＰ

脱炭素社会の
実現に向けた
対応

　農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るため、農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖
化防止や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援した。

  林業の担い手確保を図るため、「林業アカデミー」の研修生が、安心して研修に専念できるよう給付金を交付した。

農山漁村のにぎ
わいづくりによ
る観光立県の推
進

　漁業の担い手確保を図るため、漁家子弟の研修生の生活を支援する本県独自の給付金を交付した。

　「とくしま漁業アカデミー」卒業生の早期独立を促すアフターフォローや就業間もない青年漁業者の経営安定に向けた「資材購
入費」等の支援を行うとともに、新規就業者からベテラン漁業者まで、就業段階に応じた研修を実施した。

　次代を担う農業者を育成・確保するため、就農準備段階や経営開始時の早期の経営確立を支援する資金を交付するとともに、就
農後の経営発展に必要な機械・施設の導入を支援した。

緑の青年就業準備給付金
事業

担い手への経
済的支援

とくしま漁業アカデミー
活性化支援事業
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

県有林Jクレジット取得
拡大事業

（ 2,070 ）

② 鳥獣被害対策
の推進

（ 167,358 ）

「阿波地美栄」魅力発
信・食育推進事業

（ 4,786 ）

（ 5,000 ）

（ 128,778 ）

（ 1,374 ）

（ 17,254 ）

うまいよ！ジビエ供給体
制強化事業

（ 688 ）

　徳島県産のジビエ「阿波地美栄」の供給体制を強化するため、安定供給に向け、狩猟者に対する衛生処理講習会を開催した。
　また、豚熱感染確認区域内での野生イノシシのジビエ利用を再開するため、国の手引きに従った実施体制の整備やジビエ利用再
開に向けた事業者への説明会を実施した。

　狩猟者による事故を防止するため、安全狩猟に関する技術講習会の開催や普及啓発活動を実施した。

活かせ多様な人材！鳥獣
捕獲強化事業

　複数市町村にまたがる地域での捕獲体制を強化するため、市町村と連携し、シカの生息状況調査や効率的な捕獲に向けたIoT技術
の導入、広域捕獲人材の育成等に取り組んだ。

「ハイスキルなハン
ター」育成確保事業

　次世代の狩猟者を育成・確保するため、新たに狩猟免許を取得する者や狩猟免許所持者を対象に、狩猟の知識や実践的な捕獲技
術に関する講座を実施した。

指定管理鳥獣捕獲等事業 　指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）による農林業等への被害を防止するため、認定鳥獣捕獲等事業者による捕獲等を実施し
た。

狩猟者育成確保対策事業

　民間企業等の参画による2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組を加速するため、県有林における「Jクレジット」の創
出を推進した。

　鳥獣被害を防止するため、市町村等が行う有害鳥獣捕獲や侵入防止柵の整備等への支援や地域において被害防止対策の核となる
「地域リーダー」の育成を行った。

鳥獣被害に打ち勝つ「被
害防止対策」の展開

　徳島県産ジビエ「阿波地美栄」の認知度や魅力の向上を目的として、飲食関連事業者等を対象とした体験ツアーや、県内外の飲
食店との連携によるキャンペーンを実施した。
　また、食育推進として、学校給食でジビエを提供する市町村に対して、ジビエの購入費用を支援した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

(2)

① 大規模自然災
害への備え

水産業協同組合指導費

（ 150 ）

農業版ＢＣＰ現場力強化
事業

（ 787 ）

地籍調査事業

（ 1,049,874 ）

漁港水域強靱化事業

（ 12,009 ）

②

（ 86,878 ）

農業水利施設保全対策事
業（再掲）

（ 1,947,388 ）

（ 56,360 ）

広域営農団地農道整備事
業

（ 506,798 ）

農山漁村地域
における防
災・減災対策

農業水利施設保全合理化
事業（再掲）

　農業水利施設について、水利用・水管理の効率化・省力化、施設の安全性の向上を図るため、施設の健全性を判断する機能診断
や、適時適切な対策を盛り込んだ機能保全計画策定を実施した。

　農作物や農業用資機材の効率的な運搬と農村地域の生活環境の改善に資するとともに、災害発生時の孤立集落発生の防止や、緊
急輸送路を補完する農道整備を行った。

　能登半島地震を踏まえ、漁港水域において、流出した船舶等によってもたらされる「津波による背後住居等への二次被害」や、
「発災後の応急対策活動への支障」を未然に防ぐため、リスクの高い水域からの放置艇を含む船舶の移動、係留・保管能力の向上
に取り組んだ。

県営かんがい排水事業
（再掲）

　生産力が高い農業の実現に向け、農地の汎用化を図るための農業用排水路を整備した。

　揚水機場や農業用排水路などの農業水利施設について、生産力の高い農業の実現に向け、長寿命化やライフサイクルコストの低
減を図るため、施設の更新や補修等を実施した。

　大規模災害からの速やかな営農再開を目的とした農業版ＢＣＰにおいて推進している土地改良区ＢＣＰの策定を支援するととも
に、実効性向上のための実地訓練を行い、土地改良区における非常時現場対応力の向上を図った。

　社会資本整備（公共事業）に先行する地域や「事前防災」・「事前復興」に資する津波浸水や山地災害など「災害リスク」の高
い地域での調査を重点的に進めるとともに、リモートセンシングによる新手法を取り入れるなど、社会資本整備の円滑化や県土強
靱化に資する地籍調査を促進した。

　沿海漁業協同組合等におけるＢＣＰ策定を支援したほか、財務調査、経営計画の策定指導や、事業統合、合併等への取組を支援
した。

農林水産分野に
おける県土強靱
化の推進
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

耕地地すべり防止事業

（ 472,707 ）

老朽ため池等整備事業

（ 751,531 ）

震災対策農業水利施設整
備事業

（ 37,657 ）

（ 237,221 ）

（ 142,043 ）

水産物供給基盤機能保全
事業

（ 547,975 ）

（ 169,328 ）

（ 2,771,608 ）

（ 461,867 ）

県単独治山事業

（ 91,029 ）

　農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域における地すべり被害を防止・軽減するため、各種の地すべり対策工事を実施し
た。

広域漁港整備事業
（再掲）

漁港海岸保全施設整備事
業

　漁港海岸における「地震・津波」対策として、地域住民の生命を守るため「避難時間の確保」に必要な海岸保全施設の整備に着
手するとともに、「老朽化」対策として護岸修繕工事を行った。

林野地すべり防止事業

  農業用ため池等が決壊した場合における、農地及び農業用施設に係る災害の発生を未然に防止するため、老朽化した農業用ため
池等の整備を実施した。

　林野庁所管の地すべり防止区域における地すべり被害を防止・軽減するため、各種の地すべり対策工事を実施した。

　住民の生命・財産を守るため、国庫補助の対象とならない小規模な荒廃森林の復旧整備工事を実施した。

治山事業 　中山間地域の生活環境の保全を図るため、台風・豪雨等による荒廃林地の復旧、山地災害や流木被害の予防、水資源確保のため
の森林整備を実施した。また、併せて危険箇所や施設の調査・点検パトロールを実施した。

　水産業の健全な発展と水産物の安定供給のため、事前復興対策として防波堤の機能強化を図った。

　漁港の長寿命化対策のため、機能保全計画見直しのほか、岸壁・防波堤等の補修工事を行った。また、機能強化対策として防波
堤の耐震化工事を行った。

農地海岸保全施設整備事
業

　南海トラフ巨大地震等に備え、背後集落や農地における高潮等による浸水被害を防止するため、海岸保全施設の整備を実施し
た。

　南海トラフ巨大地震等に備え、災害を未然に防止するため、農業用ため池の現状（劣化状況）を確認し、施設の地震耐性評価・
豪雨耐性評価を実施した。
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Ⅱ　主要事業の内容及び成果
（単位：千円）

事　　業　　名項　　　　目 事　業　内　容　及　び　成　果

治山流木緊急対策事業

（ 11,810 ）

国庫補助関連事業

（ 63,271 ）

治山緊急浚渫事業

（ 11,921 ）

森林基盤整備事業
（再掲）

（ 2,483,021 ）

（ 91,522 ）

県単独林道事業
（再掲）

　林道の機能性や利便性等の向上等を図るため、国庫補助の対象とならない林道の開設、改良、舗装等の助成及び県営による施設
整備を実施した。

　流木による被害拡大を防止するため、人家等重要な保全対象の上流にある渓流内の不安定な樹木の除去を行った。

　治山施設の長寿命化対策として、国庫補助の対象とならない小規模な機能強化工事を実施した。

　治山ダムに異常堆積した不安定土砂が、下流の保全対象に被害を及ぼすおそれがあるため、緊急的に土砂の除去を実施した。

  森林の適正管理・林業の生産性の向上を図るため、林道・林業専用道の整備を推進するとともに、災害時における緊急輸送路を
補完する機能を併せ持つ林道の整備を推進した。また、林道利用者のニーズに対応するため、「とくしま林道ナビ」の掲載情報の
充実を図った。
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Ⅲ　歳入歳出決算額
１　一般会計決算額

（１）歳入決算額

予 算 現 額 と
区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 入 済 額

と の 比 較

△ 8,594,018,411計 26,385,766,586 17,796,201,503 17,791,748,175 0 4,453,328

3,655,170,510 3,652,151,510 0 3,019,000 △ 1,803,862,490森 林 土 木 ・ 保 全 課 5,456,014,000

生 産 基 盤 課 8,962,471,352 4,993,756,320 4,993,756,320 0 0 △ 3,968,715,032

1,535,519,602 0 0 △ 406,824,398農 山 漁 村 振 興 課 1,942,344,000 1,535,519,602

787,965,515 787,965,515 0 0 △ 134,638,485
農 林 水 産 総 合 技 術
支 援 セ ン タ ー

922,604,000

9,108,000 9,376,760 9,376,760 0 0 268,760漁 業 管 理 調 整 課

90,367,027 0 0 △ 227,358,905水 産 振 興 課 317,725,932 90,367,027

4,450,834,122 4,449,700,994 0 1,133,128 △ 639,824,006林 業 振 興 課 5,089,525,000

1,664,773,302 634,363,827 634,062,627 0 301,200 △ 1,030,710,675畜 産 振 興 課

△ 26,841,209鳥 獣 対 策 ・ 里 山 振 興 課 460,458,791 0 0487,300,000 460,458,791

797,552,000 522,584,012 522,584,012 0み ど り 戦 略 推 進 課

655,805,017 0 0 △ 80,543,983

0 △ 274,967,988

（単位：円）

農 林 水 産 政 策 課 736,349,000 655,805,017
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（２）歳出決算額

予 算 現 額 と

区 分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 支 出 済 額

と の 比 較

（単位：円）

農 林 水 産 政 策 課 1,375,233,000 1,265,902,847 0 109,330,153 109,330,153

み ど り 戦 略 推 進 課 1,297,279,000 1,007,065,049 214,000,000 76,213,951 290,213,951

鳥 獣 対 策 ・ 里 山 振 興 課 719,534,000 685,594,452 18,148,000 15,791,548 33,939,548

畜 産 振 興 課 2,810,251,702 1,843,334,234 724,559,000 242,358,468 966,917,468

林 業 振 興 課 7,152,929,000 6,211,739,064 780,381,000 160,808,936 941,189,936

水 産 振 興 課 710,577,932 483,728,143 191,842,000 35,007,789 226,849,789

漁 業 管 理 調 整 課 261,728,000 251,613,577 0 10,114,423 10,114,423

農 林 水 産 総 合 技 術
支 援 セ ン タ ー

3,903,627,500 3,598,485,802 132,299,800 172,841,898 305,141,698

農 山 漁 村 振 興 課 2,844,747,998 2,146,309,155 678,229,934 20,208,909 698,438,843

生 産 基 盤 課 15,765,062,270 8,946,987,370 6,542,305,432 275,769,468 6,818,074,900

森 林 土 木 ・ 保 全 課 9,931,022,000 6,643,320,796 3,257,130,000 30,571,204 3,287,701,204

計 46,771,992,402 33,084,080,489 12,538,895,166 1,149,016,747 13,687,911,913
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２　特別会計決算額

（１）歳入決算額

予 算 現 額 と

区 分 会 計 名 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 入 済 額

と の 比 較

農林漁業改善資金貸付金

特 別 会 計

計

県 有 林 県 行 造 林 事 業

特 別 会 計

港 湾 等 整 備 事 業

特 別 会 計

計

農 林 水 産 政 策 課

444,454,041

461,791,659 444,454,041 0 17,337,618 304,388,041

304,388,041

140,066,000

140,066,000 461,791,659 17,337,6180

142,457,000 141,036,005 141,036,005 0 0 △ 1,420,995

0 929,216 0929,216

0 17,337,618586,419,262

141,965,221

林 業 振 興 課

0

0

（単位：円）

合　　　　計 282,523,000

△ 491,779

929,216

603,756,880

142,457,000 141,965,221 0

303,896,262
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（２）歳出決算額

予 算 現 額 と

区 分 会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 支 出 済 額

と の 比 較

農林漁業改善資金貸付金

特 別 会 計

計

県有林県行造林事業

特 別 会 計

港 湾 等 整 備 事 業

特 別 会 計

計

（単位：円）

合　　　　計 282,273,000

142,207,000 127,141,654

236,654,268 0 45,618,732 45,618,732

15,065,3460 15,065,346

0 00 0 0

林 業 振 興 課

127,141,654 0 15,065,34615,065,346142,207,000

140,066,000 109,512,614 0

30,553,386 30,553,386

30,553,386 30,553,386

農 林 水 産 政 策 課

140,066,000 109,512,614 0
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